
第６４回全国総会方針第一次案（２０２０年９月２日） 

２０２０年７月２７日 第１１回代表委員会 

２０２０年８月５日 第１０回運営委員会 

 

●「全世代型社会保障改革」と対峙する「人権としての社会保障制度」の運動推進を 

～「社会保障拡充」をかかげ、政治の転換を求める世論の構築を 

～住民の要求、声を実現させる社保協の旗を全国通津浦々に立てよう!  

 

◆情勢の特徴 

（１）誰もが安心して暮らせる社会へ抜本的な社会保障政策の見直しを 

政府は、７月１７日、「経済財政運営と改革の基本方針 2020～危機の克服、

そして新しい未来へ～」（骨太方針２０２０）を閣議決定しました。 

新型コロナウイルス感染拡大を通じて、医療をはじめとした社会保障費抑制

政策の下で弱体化された社会保障の深刻な状況が明らかになったにもかわら

ず、引き続き国民の負担増をもたらすこれまでの「骨太方針２０１８・２０１

９」を着実に進めるとし、さらに、「新たな日常」の実現を前面に打ち出し、

医療費抑制を念頭に社会保障抑制・削減策の再編・構築を押し進めるとしてい

ることは、極めて重大な問題です。 

緊急を要する医療機関への経営支援策について具体策は示されていません。

医療機関への実効性のある財政措置を早急に実施すべきです。 

さらに、国民の健康に影響を及ぼす「新たな日常」に対応した「新しい働き

方」などとする低賃金、長時間労働、不安定な働き方の拡大につながるテレワ

ーク、兼業・副業の促進などの方向性が示されています。労働者の心身が疲弊

し、損なわれていく危険があるばかりか、不安定な雇用・賃金・労働条件は、

社会保障体制の安定にも悪影響を及ぼすものです。 

コロナ危機は、余裕のある医療・介護の提供体制等が必要なことを痛感させ

ると同時に、社会保障体制の維持、充実に絶えず取り組み続けることの重要性

を明らかにしました。世界では、医療・社会保障を脆弱化させ、一握りのグロ

ーバル企業、超富裕層・大資産家に富を集中・独占させてきた新自由主義の誤

りを指摘する声が広がりつつあります。政府は、社会保障抑制政策路線をや

め、医療をはじめとした社会保障の充実による所得再分配機能を強化し、安定

した正規雇用、応能負担を徹底した税財政体制など、誰もが安心して暮らせる

社会に向け、抜本的な政策の見直しを図るべきです。 

 



（２）コロナ感染下、延々と強行される社会保障抑制・削減策 

政府は、「高齢化社会」と「財政危機」を口実に、消費税を引き上げ、社会保

障抑制政策を推し進め、国民のいのち、くらし、営業を無視し大企業減税と大軍

拡を強行してきました。資本の利益を第一にして、人命と経済を危機に陥れる

「新自由主義経済」体制は、根本からのその見直しが迫られています。日本では、

消費税増税で経済が落ち込み新型コロナの感染により、さらに拍車をかけてい

ます。 

日本をはじめとして、「先進国」と言われる国で医療崩壊が起きています。イ

タリアでは人口千人当たりの病床数が半減し、国民皆保険制度がない米国では

十分な医療を受けられない貧困層に多くの死者が出ています。日本の医療体制

も薄氷の上にあり、人口千人当たりの医師数は、イタリア、スペインを下回り、

主要 7カ国（G7）中最少です。医療機関を経営苦に追い込み、感染症対策の要と

なる保健所を減らし、自治体職員を減らしてきた日本政府の社会保障政策が、国

民のいのちと暮らしを危うくしています。 

今の政府の「経済対策」の中心は、ＧＯＴＯキャンペーン、公共事業追加、

マイナポイント付与などであり、２０年度予算で軍事費は８年連続増額で５兆

３千億円を超えています。資本金１０億円以上の大企業の内部留保は４８７兆

円もの巨額になっており、長年の大企業優遇の結果と言えます。 

 一方で、社会保障予算の前年度の水準を維持するための「当然」の増額につ

いては、安倍政権のもとで４回連続となる診療報酬マイナス改定などで削減、

年金は「マクロ経済スライド」で実質削減となっています。 

２０年度の一般会計予算の収入額では、消費税が１０％に増税されたことに

より、１位消費税、２位所得税、３位法人税となりました。所得課税（所得

税・法人税）をおろそかにして、消費税と国債に依存する税財政が社会保障を

削る悪循環にもなり、高齢化などに伴う社会保障の増額分は概算要求で減額さ

れ、年金も減少、75歳以上の一部負担金２割化、介護利用料負担増など、改悪

が延々と続いています。 

非正規労働者を中心にした解雇・雇止め、中小業者の倒産や廃業も増えてお

り、ますます危険性が顕在化してきています。 

※医療、介護施設の経営危機を補強  

※医療労働者の賃金・一時金のたかいを補強 

また、管理・監視社会を強化するマイナンバーカードの普及を一気に進める

狙いもあわせて顕在化しています。 

 

（３）社会保障財源の確保は可能  消費税率の減税を 

 憲法に基づく税負担のあり方は応能負担原則（応能原則）です。負担する能



力に応じて税を支払うとする考えです。 

 さらに、平和と生存権を重視している憲法の下で、税金の使途原則は「社会

保障・社会福祉の目的税」であり、国民が「納税の義務を負う」のは、払った

税金が国民の平和、安心・安全の社会、生存するために使われることを前提に

しているのです。 

今、政治に求められるのは社会保障財源の確保であり、財源は応能原則の具

体化の中心となる所得課税の総合累進化により確保することが可能です。 

「不公平な税制をただす会」の試算によると、１９７４年当時に適用されて

いた超過累進税率を適用すると２０１８年度予算で新たに１３兆１７５２億円

の税収が生まれるとしています。さらに、消費税導入前の源泉分離課税（３

５％）を当てはめると５兆５０４１億円の増収となります。 

 また、大企業優遇税制をなくし、法人税に所得税並みの超過累進税率を適用

すると、法人税の税収は３４兆２６３１億円となり、法人税と所得税の総合累

進課税で４１兆５０７５億円の財源が生まれることになります。 

※不公平な税制をただす会共同代表 菅隆徳税理士による計算。 

 

厚生労働省の「毎月勤労統計調査」（２０２０年５月）によると、実質賃金

は３カ月連続の減収、２０１５年６月以来５年ぶりの大きな減収率となってい

ます。総務省の家計調査（２０２０年５月）では、実質消費支出が前年同月比

で１６.２％減、消費税増税の２０１９年１０月から８カ月連続の減少です。

同じく労働力調査では、２０２０年５月の完全失業者数は１９８万人で、前年

同月に比べ３３万人増、４か月連続の増加となっています。 

不況の一つの要因として、消費税の導入並びに税率のアップがあります。コ

ロナ感染渦の下で、世界では付加価値税（日本の消費税にあたる間接税）の減

税の動きが相次ぎ、イギリスやドイツなど１９ヵ国が税率引き下げや納税免除

などの減税措置を実施しています。消費税率を５％減税策は、国民の暮らしを

あたため、個人消費を引き上げ、経済を押し上げるものです。 

 

（４）生存権を無視するいのちのとりで裁判名古屋判決不当判決 

６月２５日、名古屋地方裁判所は、生活保護引き下げに反対するいのちのと

りで裁判で、原告の請求を棄却する不当判決を言い渡しました。 

「いのちのとりで裁判」は、全国２９ヵ所（地裁）で、原告１０２１人（世

帯）が提訴している生活保護基準引下げに対する訴訟です。この裁判は、生活

保護を利用している人の「いのちのとりで」を守るだけでなく、社会保障制度

の根幹となる「健康で文化的な最低限度の生活」、人間らしい生活を守るため

の裁判です。 

判決は、厚生労働大臣の裁量の範囲を広く認め、国の主張を全て丸のみにし

て裁量の範囲とするもので、司法の役割を放棄し、容認できるものではありま

せん。原告らの厳しい現状を無視し、問題に目をつぶってしまうものです。 

日本では、労働、社会保障制度（社会保険、公的扶助）のセーフティネット



が機能不全に陥っており、その中での「ナショナル・ミニマム」の切り崩しで

す。これが生活保護利用者だけでなく、労働者をはじめとした市民に与える影

響は計り知れません。 

生活保護基準の引下げは、生活保護だけでなく、生活保護基準に連動する労

働、保育、教育、医療、介護、住宅、税制など、多くの市民に関わる問題であ

ることを広く伝えていくことが重要です。私たちがこの問題を広く知らせ、多

くの地域、住民の共感、協力を得ることが不可欠となっています。 

 

（５）社会保障抑制路線の転換を迫る圧倒的な世論を 

政府は、今年夏に予定していた全世代型社会保障検討会議の「最終報告」の

とりまとめを半年延期し、年末にするとしています。 

この間、公立・公的病院の統廃合計画の中止・見直し、ＰＣＲ検査体制の拡

充など医療提供体制の充実を求める大きな世論が巻き起こりました。また国民

健康保険の保険料の減免・猶予措置や国の負担での傷病手当の実施措置、資格

証明書で通常の受診ができるようにすることなど、地域・現場からの要求が行

政を動かしています。 

今の医療・介護をはじめとする社会保障の危機とも言われる状況は、公的支

出を「無駄」として抑制し続けてきた結果であることを地域住民に示し、安倍

政権の国民負担増路線、社会保障抑制路線の転換を迫る圧倒的な世論を作り出

していくチャンスとしてとらえることが重要ではないでしょうか。 

 

（６）安倍政治を転換し、憲法を守り活かす政治を 

国民と野党が、さらなる新型コロナの支援対策を求めているにもかかわら

ず、会期延長もせずに通常国会を閉じ、切実な要求、声に背を向けている異常

な安倍政権の姿勢に、退陣を求める国民の声が大きくなり、内閣支持率は急落

しています。「医療危機」「介護崩壊」「貧困な公衆衛生」等、いのちと暮らし

を脅かす現在の状況は、医療費抑制、国民負担増、サービス削減等のこれまで

の社会保障削減政策によるものであり、安倍政治の転換を迫る圧倒的な世論を

作り出していくことが求められています。 

社会保障各分野の制度充実と予算確保、地域住民の要求、声を徹底させる世

論の風を大きく吹かせ、憲法を守り、活かす政治を改めて追及していきましょ

う。 

◆この間の取り組み  

※活動報告書等で補強   

※「たたき台」案部分を再掲 

①４月１３日 ２５条共同行動実行委員会 新型コロナウイルス感染拡大、全

世代型社会保障検 

討会議政策の見直し、慎重な審議を要請 

②４月２２日 ４２４共同行動厚労省要請 



③４月２８日 年金署名提出（年金者組合 全労連 社保協） 

④５月１２日 医療団体連絡会議 介護の負担増計画の凍結を求める要請 

⑤５月２１日 医療団体連絡会議（拡大） 

⑥５月２５日 介護緊急要請書提出予定 共同進む 

⑦５月２７日 通常国会署名提出行動 

⑧コロナ相談活動 各地で開催 

  生活保護問題対策全国会議、反貧困ネットワーク等が中心となった実行委

員会や、全労連、各県・地域でコロナ感染拡大の下、労働・生活相談等が各地

で開かれました。社会保障誌初夏号（５月号）、夏号（７月号）で、東京、北

海道、医労連、群馬、京都、福岡、全労連の活動を紹介。 

⑨国保に関する通知徹底、傷病手当金制定各地で広がる 

  

◆運動のすすめ方 

（１）新型コロナウイルス感染拡大防止～国民のいのちと暮らし、雇用、営業を守ろう 

感染拡大がさらに進行している下で、秋以降、新型コロナウイルスの第２

波、第３波の感染拡大の襲来が予想され、感染予防対策と支援対策の強化が必

要となっています。国民のいのちを守るための医療と社会保障の拡充、雇用と

営業を守るための経済対策の拡充、国民生活を守り、社会保障を充実させる日

本経済への転換を求める運動をすすめます。 

 

①緊急な予算措置を求める運動を広げます 

・ＰＣＲ検査体制強化、病院、介護施設等への財政的保障、一人１０万円の給

付金、中小業者への持続化給付金の持続的な補填が求められています。１０兆

円の予備費の充当など、予算確保の運動に共同します。 

・医療団体連絡会議等に連携し、収入減で経営が深刻になっている医療機関・

歯科事業所・介護事業所・保険薬局への前年度診療報酬支払額に基づく概算払

いを求める要請、運動にとりくみ、感染予防徹底のため医療機器、衛生資材、

備品等の手配・確保と必要量が現場に届くことなど、国の責任で予算措置を行

うよう要請します 

・コロナ危機対策として、消費税の引き下げが即効性、需要を増やすこと等で

有効であり、消費税率の５％減税を求めます。 

 

②「医療・介護守れ」「社会保障制度充実を」の国民的合意を広げる 

・医療、介護をはじめ、社会保障各分野で、国や自治体、社会に現場からのア

ピール行動（街頭宣伝、ひとことメッセージ、スタンディングなど）をはじ



め、ＳＮＳでの発信等を積極的に検討し取り組みます。 

・ＳＮＳでの発信と合わせ、ホームページの活用をさらに充実させます。 

・これまでの２５条共同行動やいのち・くらし・社会保障まもる実行委等の共

同を活かして、著名人の呼びかけ、アピールを検討します。 

 

（２）自治体と連携し「権利としての社会保障制度」を求める運動をすすめよう 

安倍政権の「全世代型社会保障改革」に対して、地域からの実態と要求にも

とづく運動づくりをすすめ、自治体と連携して、国民の「人権としての社会保

障制度」、「生存権の確立」をかかげた運動を地域からすすめていきましょう。   

地域医療構想反対、国保、後期高齢者医療制度、介護保険制度の改善などを

中心に据えて地域からの運動をすすめます。 

そのための学習運動を広げていきます。 

 

①「地域医療構想」は中止、公立・公的病院をはじめ病院統廃合、病床削減

計画の見直しを求める 

・地域医療を守り、新型コロナウイルス感染症拡大を収束させるために、これ

までの共同をさらに強化し、地域の医療団体等とともに、「『地域医療構想』は

中止を！」の共同声明、アピールなどの発信を強めます。 

・都道府県に対して病院統廃合、病床削減の「計画」の見直しを迫り、全自治

体から国に対して「地域医療構想」を撤回させる決議をあげさせることを検討

します。 

・アピール行動をはじめとして現場からの声をネットやＳＮＳ等で発信し、

国、自治体や各議員等に届けます。 

・４２４共同行動に引き続き結集し、公立・公的病院統廃合、ベッド削減計画

の撤回を求め、地域の共同の前進に奮闘します。 

 

➁介護報酬の改善や住民本位の高齢者福祉計画・介護保険事業（支援）計画

づくりを 

・２０２１年度に向けて、介護報酬改定が検討されています。この間の介護報

酬のマイナス改定や新総合事業などによって介護事業所の経営が悪化し、低賃

金など劣悪な介護労働者の処遇などにとって職員不足も深刻です。利用者負担

増にならない方法で介護報酬の改善が求められていますが、国の介護給付費を

抑制するためマイナス改定される危険があります。介護事業所、介護職員、介

護制度利用者家族とともに、介護報酬の改善の取り組みを広げましょう。 

 また、次期改定に向け、補足給付の対象者の縮小や高額介護サービス費の改

悪など介護保険制度の改悪はやめさせましょう。 



・各自治体で、高齢者福祉計画・介護保険事業（支援）計画づくりをしていま

す。介護保険料の値上げや、公的な責任を縮小し、ボランティアなどを利用し

て安上がりな制度をさらにすすめようとしています。高すぎる介護保険料や利

用料の引き下げ、介護職員の不足を解消し必要な福祉・介護が受けられるよう

に、住民の要求や実態を反映した計画づくりをすすめましょう。そのために

も、国の大幅な財政負担が必要です。 

 

➂国保・後期高齢者医療・介護保険の保険料減免 

厚労省は、新型コロナウイルス被害で３割以上収入が減少した場合、減免の

費用を国が財政措置すると通知していますが、詳細な基準は示されていませ

ん。 

 保険料減免について、厚労省要請等を検討しながら、各地での自治体への要

請、懇談等あわせて強化します。 

 国の負担の増額を求め、国庫負担割合の拡充を求めます。 

 

④国保減免、傷病手当、運営方針策定、 

国保に関する通知徹底、傷病手当金の制定が、世論と運動で各地で広がりを

見せています。 

傷病手当は、県庁所在地・政令指定都市３７自治体で実施という状況にあ

り、引き続き、拡大と、個人事業者等への傷病手当金創設に向けて、要請等を

強めます。 

また、厚労省は国保運営方針策定要綱を示し、保険料の「市町村ごとの設定

が基本」の原則排除、「都道府県での保険料の統一を目指す」ことを目標とし

てあげました。法定外繰り入れの赤字解消計画の明示も求めています。 

 「国保は社会保障制度」であることを改めて訴え、情報の取集と要請、懇談

を徹底します。 

 

⑤マイナンバーのねらい、問題点の学習と「健康保険証化」反対の運動を 

・今年９月から、マイナンバーカードによるポイント還元や来年３月からは健

康保険証機能の付与などが予定されています。 

医療保険の個人情報を病院などの関係機関がオンラインで確認できるように

する仕組み作りの一環で、２０２１年度からの本格導入を狙っています。マイ

ナンバーの目的は、国家による個人情報の管理、営利企業の利益のための情報

提供、社会保障個人会計など、管理社会実現、社会保障費の削減は大問題で

す。マイナンバーは、個人情報が洩れて悪用されることと合わせ、個人情報が

「合法的」にプロファイリングされていくことなど、マイナンバーのねらい、



問題点などを学習し、伝え、広げていくことが重要です。 

・マイナンバーカードの取得は「健康保険証化」によって事実上義務化される

ことにつながります。マイナンバーカードの「健康保険証化反対」の運動強

化、共同の推進が求められています。 

プライバシーを守る権利は、憲法によって保障された人権の一つです。マイ

ナンバーは、徴税強化と社会保障費抑制の手段にしたい国・財界の都合で導入

されたものであり、マイナンバー制度は廃止させることが必要です。 

 

 ⑥自治体戦略 2040構想等への共同行動の推進 

・政府は、公務員を大幅に削減し、自治体の機能を民間に委託する自治体戦略

２０４０構想を具体化しようとしています。 

新型コロナウイルス感染問題では、安倍内閣は、国民や中小企業を切り捨て

る対応をしていますが、自治体の多くは住民の福祉を増進される立場で住民や

中小企業を守る努力をしています。その一方で、公務員の削減や非正規職員化

によって、感染対策の窓口の対応が遅れています。 

自治体の公的役割や公務員の増員や正職員化が求められています。 

公務の関係労組等と、政策議論をはじめ共同推進を図ります。 

 

⑦共同行動の強化・拡大と、新たな団体等との共同の前進を 

・５月２５日に、「新型コロナウイルス感染拡大で介護崩壊を起こさせず国民

の介護、いのち、くらしを守るための緊急要望書」を７団体（守ろう！介護保

険制度 市民の会、認知症の人と家族の会、暮らしネット・えん、21老福連、

全日本民医連、全労連、中央社保協）で提出しました。 

また、２５条共同行動実行委員会で「新型コロナウイルス感染拡大対策と全

世代型社会保障政策の慎重な審議と見直しを求める要請書を提出しました。 

新たな共同行動を拡大・強化し、地域からの共同を広げていくために奮闘し

ます。 

 

(３)相談活動に共同し、地域の「相談窓口」として地域住民の要求、声の掘り起こしに

奮闘しましょう。 

①患者、利用者をはじめ地域住民の「いのちの相談窓口」として住民要求の

可視化を 

・新型コロナウイルス感染症拡大により、いのち、暮らしが脅かされているも

とで、労働組合、団体、専門家集団等さまざまな相談活動が展開しています。

現行の制度や新しく創設された制度を利用できない人もいます。地域住民のさ

まざまな困難、問題をとらえ、可視化していくことが重要であり、各制度を利



用できるように、各地での共同を追求しながら相談活動の取り組みを強化しま

す。 

・病院や介護事業所をはじめとして、地域に貼り出す「相談窓口」のステッカ

ーやポスターなどの活用を図ります。 

・日常的な困りごとの相談体制について、地域のさまざまな労働組合や団体、

専門家集団と共同を強め、ネットワーク作りを展望します。 

・ネットワークつくりに向けて、地域社保協の体制強化、共同を推進します。 

 

②自治体要請の徹底と実現を 

・キャラバン行動並びに自治体要請の取り組みが進められています。感染拡大

の下、対応の工夫が求められていますが、自治体アンケートならびに要請をや

り抜き、各議会に向けて行動を強めます。 

 

（４）全世代型社会保障政策のねらいと国民負担増、サービス削減の社会保障改悪

を許さない世論構築、国政の主人公として憲法を活かす政治や社会のあり方を求

め、安倍政治の転換を 

新型コロナ対策を含めて、国民のくらしと民主主義を破壊し続けている安倍

政治の転換を求める運動に共同します。 

憲法９条改憲ストップ、消費税減税、社会保障削減をやめさせ改善を求める

ことを重点に、「市民と野党の共闘」の前進に力を尽くし、地域からの要求に

もとづく運動を推進します。 

①全世代型社会保障政策、ならびに安倍政治が進める負担増、サービス削減

の社会保障改悪をストップさせ、安倍政治そのものの転換、憲法を守り活かす

政治を求める世論構築に奮闘します。 

②２０２１年度予算の概算要求について、社会保障拡充を求めて各団体、労

働組合と共同します。 

・社会保障拡充、消費税減税等を掲げ、２０２１年度予算の概算要求を求める

取り組みを加盟団体、他団体等と共同して取り組みます。 

同時に、社会保障各分野の要求を集約し、前面に出していくようにします。 

③秋の臨時国会の日程を念頭に、社会保障拡充を求める秋の大行動をＳＮＳ

の活用などＷｅｂでの開催の検討も併せ、各地域から行動を起こしていくよう

に検討します。 

 

（５）憲法、社会保障についての学習運動を強化しましょう。 

①憲法をはじめとして、社会保障政策の学習強化を 

・今直面している問題は、歴代の自民党政権が憲法を無視して政治を強行して



きた結果であり、憲法２５条をはじめ、憲法についての学習を強化します。 

・この間発行した社会保障誌を学習に活用できるよう、資料、テキストとして

の具体化をさらに努めます。 

・計画される学習交流集会等の Web活用を図ります。 

②ホームページの活用と情報の収集を 

・中央社保協ホームページは、この間、さまざまな情報を集約しアップをして

います。各地域のニュースをはじめ、公的・公立病院問題や相談活動等各地域

の社保協の取り組みを共有できるよう、会員専用ページも開設して日常的に更

新に努力しています。引き続き、ホームページの活用と情報の集中を図りまし

ょう。 

 ③第４８回中央社保学校について 

・２０２０年８月に予定した第４８回中央社保学校（愛知県名古屋市）は、新

型コロナウイルス感染拡大の終息が見通せないこともあり、愛知県社保協の意

見も受けて１年後に延期することとし、２０２１年８月２８～２９日に、愛知

で開催します。 

 Webの活用も検討し、これまで以上の参加を目指します。 

 

（６）地域の社会保障運動の砦としての地域社保協の強化・拡大をすすめよう 

「権利としての社会保障制度」を求める運動は、広範な国民・市民の「共

同」なくして前進はあり得ません。私たちの運動は「共同」を広げることと、

当事者を含めて「主体的な力」をつけていくことの両面を追求していくことが

重要です。そのために、地域社保協の運動前進と組織強化・拡大が必須であ

り、全自治体の過半数での地域社保協結成を最重点の課題として取り組みをす

すめます。 

 

（７）当面する取り組み 

①秋からの署名の取り組み推進について 補強 

 ・２５条署名 

 ・いのちと暮らし守る国民署名（日本医労連提案 別紙参照） 

 ・後期高齢一部負担金２割化反対署名 

・介護改善署名 

 ・年金改善署名 

 

➁「＃いのちまもる 医療・社会保障を立て直せ！１０・２２総行動」 

 １０月２２日に予定される「＃いのちまもる 医療・社会保障を立て直せ！

１０・２２総行動」は、日比谷野外音楽堂での集会とともに、全国各地に Web



配信を行い、各地からの行動を呼び掛けています。（賛同文参照） 

 中央社保協も、Webでの参加を呼び掛け、地域での共同行動（宣伝、スタン

ディング、学習会等）の開催、結集を検討します。 

 

➂国際高齢者デー、全国介護学習交流集会、地域医療を守る運動全国集会等へ

の結集を 

 １０月１日に予定される国際高齢者デー、同２５日に予定の「全国介護改善学

習交流集会」、１１月２３日に予定の「地域医療を守る運動全国交流集会」は、

Webでの開催も検討されており、集会の開催要綱に基づき、全国からの参加を呼

びかけます。 

 

④介護・認知症何でも無料電話相談 

１１月１１日に予定する「介護・認知症何でも無料電話相談」の成功へ奮闘

します。 

 

⑤当面の日程 

８月 ５日 運営委員会、介護障害者部会 

   ７日 北海道・東北ブロック会議 

  １１日 四国ブロック会議 

  １２日 中国ブロック会議 

  １７日 北信越ブロック会議 

  １８日 近畿ブロック会議 

  １９日 東海ブロック会議 

      関東甲ブロック会議 

  ２２日 全日本民医連評議員会 

９月  ２日 ２０２０年度全国総会 

１０月 １日 国際高齢者デー 

１０月２２日「＃いのちまもる 医療・社会保障を立て直せ！10.22総行動」 

１０月２５日 介護改善全国学習交流集会 

１１月１１日 介護・認知症何でも無料電話相談 

１１月２３日 「地域医療を守る運動全国交流集会」 

 

 ※大会資料として、別途、情勢資料、加盟組織取り組み報告、署名・学習会集約

表、地域社保協一覧を予定します。 


